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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

都市計画道路 

諸福中垣内線 

（大東市） 

・Ｂ／Ｃ＝３．３４ 

 

総便益 

 Ｂ＝約１５８．７億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約４７．４億円 

 

※算出根拠 

 国土交通省 「費用便益分

析マニュアル」 

事業採択年度 

計画時   H8 

再評価時  H8 

事業着手年度 

計画時   H8 

再評価時  H8 

完成予定年度 

計画時   H14 

再評価時  H20 

 

分析 

JR 学研都市線から

約 300ｍ区間につい

て、重点的に事業進捗

を図っている。 

 

進捗状況 

用地 70％ 

工事 50％ 

 

【目的】 

大東市を東西に貫く

幹線道路であり、大阪と

奈良とを結ぶ主要幹線

である主要地方道大阪

生駒線の慢性的な交通

混雑を緩和するものと

して、道路新設するもの

である。 

  

【内容】 

延 長 0.7ｋｍ 

幅員  16.0ｍ 

道路区分 

 第４種２級 

 ２車線道路 

 

【事業費】 

全体事業費約48億円 

(内訳) 

用地費 約44億円 

工事費 約 4億円 

 

うち投資済事業費 

約27億円 

(内訳) 

用地費 約25億円 

工事費 約 2億円 

 

  

・JR 学研都市線から約

300ｍ区間を先行整備

し、整備効果を発現し

ながら事業推進に努

める。 

【諸状況】 

１．周辺道路の交通量等の 

状況 

大阪生駒線 

   交通量 

24,251台/24h(H 6) 

  22,647台/24h(H11) 

混雑度 

 1.86(H 6) 

  1.72(H11) 

旅行速度 

 7.0km/h(H 6) 

 14.7km/h(H11) 

 

【地元等の協力体制】 

交通量、混雑度ともに減少傾

向であるが、依然として、交通

混雑していることから、早期整

備が望まれている。 

 

【安全・安心】 

○歩車道分離による歩行者・自

転車の安全性の確保 

 

 【活力】 

○物流の効率化の支援 

○地域間交流連携の強化 

 

 【快適性】 

○十分な幅員が確保された歩道

による快適性の向上 

○周辺狭小道路の迂回交通量減

少による快適性の向上 

 

道路の整備によ

り旅行速度が向

上し、CO2の排出

量が削減され

る。 
 

上 期 分 



 13

（別表２） 

（１／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 
・本路線は、大阪と奈良を東西に結ぶ幹線道路であり、本路線の整備により慢性的に混雑している府道大阪生駒線
の交通渋滞の緩和に寄与するものであることを確認した。 

 

（事業進捗状況と今後の見通しについて） 

・街路事業の特性として、都市化の進展の著しい都市部において都市計画道路を整備することから、用地買収にあ

たっては権利者間の調整等に時間を要することが多いが、本事業については用地買収の進捗率が７０％であり、

また、ＪＲ学研都市線から東側約０．３ｋｍについては平成１７年６月から部分供用されるなど、事業が一定進

捗していることを確認した。 

・今後の事業推進上も特段の支障がないことから、引続き事業進捗に努め、平成２０年度の完成予定であることを

確認した。 
 

（地元の協力体制について） 

・地元大東市が用地買収交渉委託を行っているなど、引続き、地元の協力を得て事業推進を図る。 

 

（計画時との状況の変化について） 

計画時と現時点における事業の状況の変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について（約１２億円の減） 

  計画時における事業費 約６０億円（内訳：用地費約５６億円、工事費約４億円） 

  現時点での事業費   約４８億円（内訳：用地費約４４億円、工事費約４億円） 

  →・用地費については、地価下落による用地補償単価の見直しにより減額となった。 

・完成予定について（６年の延長） 

  計画時における完成予定年度 平成１４年度 

  現時点での完成予定年度   平成２０年度 

  →・用地買収の難航により、完成予定年度が６年延長となった。 

 

 

事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

都市計画道路 

大県本郷線 

（柏原市） 

・Ｂ／Ｃ＝１．８７ 

 

総便益 

 Ｂ＝約１４０．７億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約 ７５．３億円 

 

※算出根拠 

 国土交通省 「費用便益分

析マニュアル」 

事業採択年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

事業着手年度 

計画時   H 9 

再評価時  H 9 

完成予定年度 

計画時   H14 

再評価時  H22 

 

分析 

国道 25 号から(都)

上市今町線の区間につ

いて重点的に事業進捗

を図っている。 

 

進捗状況 

用地 57％ 

工事  3％ 

 

【目的】 

(旧)国道 170 号と国

道 170 号とを結ぶ幹線

道路であり、JR 関西本

線とアンダー交差し JR

柏原駅周辺の交通流を

円滑に処理するととも

に、JR 柏原駅前再開発

事業区域への唯一のア

クセス道路として、道路

新設を行うものである。 

  

【内容】 

延長  0.6km 

幅員 20.0～22.0ｍ 

道路区分 

 第４種２級 

 ２車線道路 

 

【事業費】 

全体事業費約77億円 

(内訳) 

用地費 約40億円 

工事費 約37億円 

 

うち投資済事業費 

約27億円 

(内訳) 

用地費 約26億円 

工事費 約 1億円 

 

  

・再開発事業へのアク

セスとして、国道25

号から(都)上市今町

線までの区間（約

120ｍ）について、再

開発事業の完成と併

せて供用することと

している。 

【諸状況】 

１．周辺道路の交通量等の 

状況 

柏原停車場大県線 

   交通量 

1,274台/24h(H 6) 

  1,750台/24h(H11) 

混雑度 

 0.70(H 6) 

  1.18(H11) 

旅行速度 

14.3km/h(H 6) 

 13.4km/h(H11) 

 

【地元等の協力体制】 

交通量、混雑度ともに増加し

ており、依然として交通混雑し

ていることから、早期整備が望

まれている。 

 

【安全・安心】 

○歩車道分離による歩行者・自

転車の安全性の確保 

 

【活力】 

○物流の効率化の支援 

 

 [快適性] 

○十分な歩道及び車道の確保に

よる快適性の向上 

○JR柏原駅へのアクセス性向上 

 

・道路の整備に

より旅行速度

が向上し、CO2
の排出量が削

減される。 
・植樹帯の設置
により、緑の
回復に努め
る。 

上 期 分 
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（別表２） 

（２／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 

・本事業は、国道１７０号と（旧）国道１７０号を結ぶ都市計画道路のうち国道２５号と（都）法善寺築留線の間

を整備することにより、ＪＲ柏原駅周辺の交通流を円滑に処理するとともに、（都）上市今町線と接続することに

より、ＪＲ柏原駅前再開発区域へのアクセスを確保するものであることを確認した。 

 

（事業の進捗状況と今後の見通しについて） 

・国道２５号から柏原市が施行する駅前再開発区域へのアクセス道路として整備されている（都）上市今町線まで

の区間について再開発事業の完成（平成１８年度）に併せて暫定供用を予定していることを確認した。 

・今後の事業進捗上も特段の支障がないことから、用地買収を平成１８年度までに完了し、平成２２年度完成予定

であることを確認した。 

 

（事業効果について） 

・本事業の費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、国土交通省の費用分析マニュアルに基づき算出した場合、１．８７であり、

総便益約１４０．７億円のうち、約１３５億円が走行時間短縮便益である。 

・ＪＲを横断する東西方向の交通の円滑化が図られるとともに、鉄道とアンダー交差となることにより安全性が向

上する。また、ＪＲ柏原駅へのアクセス性が向上するとともに、駅周辺の通過交通が転換されることにより、交

通流の円滑化が図られる。 

 

（鉄道事業者との協議について） 

・ＪＲ関西線との交差については、鉄道事業者（ＪＲ）と交差方法（アンダーパス形式）等についての設計協議を

終え、現在、平成１８年度の鉄道事業者との協定締結に向け協議中である。 

・立体交差区間に係る事業費（約２２億円）については、既に鉄道事業者との協議を終えていることから、今後、

大きく変動する要因は少ないとのことである。 

・今後、鉄道事業者との協議の結果、計画内容に変更が生じ、事業費が大幅に変動する場合は、再々評価のサイク

ルに関わらず、本委員会に対して適宜報告することを確認した。 

 

（計画時との状況の変化について） 

計画時と現時点における事業の状況変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について（約１億円の増） 

  計画時における事業費 約７６億円（内訳：用地費約４５億円、工事費約３１億円） 

  現時点での事業費   約７７億円（内訳：用地費約４０億円、工事費約３７億円） 

  →・用地費については、地価下落による用地補償単価の見直しにより減額となった。 

   ・工事費については、主に鉄道事業者との協議の結果鉄道運行の安全の確保を図るための対策費が増額とな

ったこと及び、無電柱化推進計画により電線共同溝工事を追加したため工事費が増額となった。 

・完成予定について（８年の延長） 

  計画時における完成予定年度 平成１４年度 

  現時点での完成予定年度   平成２２年度 

  →・用地買収の難航により、完成予定年度が８年延長となった。 

 

 

事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

都市計画道路 

堺港大堀線 

（松原市） 

・Ｂ／Ｃ＝４．１９ 

 

総便益 

 Ｂ＝約４７１．５億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約１１２．６億円 

 

※算出根拠 

 国土交通省 「費用便益分

析マニュアル」 

事業採択年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

事業着手年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

完成予定年度 

計画時   H14 

再評価時  H22 

 

分析 

H17 年度に用地取得

を完了する予定であ

る。 

 

進捗状況 

用地 86％ 

工事  0％ 

 

【目的】 

松原市域を東西に貫

く幹線道路であり、松原

市域の主要東西幹線で

ある主要地方道堺大和

高田線や一般府道大堀

堺線の慢性的な交通混

雑を緩和するものとし

て、道路新設するもので

ある。 

  

【内容】 

延長  0.9km 

幅員 16.0～27.0ｍ 

道路区分 

 第４種２級 

 ２車線道路 

 

【事業費】 

全体事業費約102億円 

(内訳) 

用地費 約70億円 

工事費 約32億円 

 

うち投資済事業費 

約52億円 

(内訳) 

用地費 約52億円 

工事費 約 0億円 

 

  

・一般府道我堂金岡線

から主要地方道大阪

狭山線までの区間を

先行整備し、整備効

果を発現しながら事

業推進に努める。 

【諸状況】 

１．周辺道路の交通量等の 

状況 

 

大堀堺線 

 交通容量 

  約7,470台/24h 

   交通量 

8,484台/24h(H 6) 

8,201台/24h(H 9) 

8,852台/24h(H11) 

  堺大和高田線 

交通容量 

  約11,290台/24h 

交通量 

 17,591台/24h(H 6) 

17,171台/24h(H 9) 

18,943台/24h(H11) 

 

【地元等の協力体制】 

依然として交通量が交通容

量を超えており、交通混雑して

いることから、早期整備が望ま

れている。 

 

【安全・安心】 

○歩車道分離による歩行者・自

転車の安全性の確保 

 

 [活力] 

○物流の効率化の支援 

○地域間交流連携の強化 

 

 [快適性] 

○十分な幅員が確保された歩道

による快適性の向上 

○近鉄河内天美駅へのアクセス

性向上 

 

・道路の整備に

より旅行速度

が向上し、CO2
の排出量が削

減される。 
・植樹帯の設置
により、緑の
回復に努め
る。 

上 期 分 
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（別表２） 

（３／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 

・本路線は、松原市域を東西に貫く路線であり、松原市域の主要幹線路線である主要地方道堺大和高田線や一般府

道大堀堺線の慢性的な交通混雑を緩和するものであることを確認した。 

 

（事業の進捗状況と今後の見通しについて） 

・用地買収の進捗率が約８６％となっており、１７年度中に用地買収を完了する予定であり、現在、用地買収が完

了した箇所から埋蔵文化財調査を行っていることを確認した。 

・今後の事業進捗上も特段の支障がないことから、鉄道との立体交差部分については平成１８年度から、街路築造

については平成１９年度から工事に着手し、平成２２年度完成予定であることを確認した。 

 

（事業効果について） 

・本事業の費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、国土交通省の費用分析マニュアルに基づき算出した場合、４．１９であり、

総便益約４７１．５億円のうち、約４５８億円が走行時間短縮便益である。 

・本事業区間が整備されることにより、主要地方道大和高田線、一般府道大堀堺線の交通量の約４割程度が移行す

ると見込まれ、慢性的な交通混雑の緩和が図られる。 

・歩道整備がされることに伴い、歩行者、自転車の河内天美駅へのアクセス性の向上が図られる。 

 

（鉄道事業者との協議について） 

・近鉄南大阪線との交差については、鉄道事業者（近鉄）と交差方法（オーバーパス形式）等についての計画協議

を終え、今年度、施工方法・安全対策方法や本施工に伴い移設等が発生する鉄道施設の設計等について協議（設

計協議）を行う予定である。 

・立体交差区間に係る事業費（約１８億円）については、今後、鉄道事業者との設計協議、施工協議により、列車

運行の安全確保を図るために必要な対策が具体的になった際に、工事費の変動を生ずる可能性があるが、これま

でも同種の工事の実績が多くあり、それを基本に現在の事業費を算出していることから、大きく変動する要因は

少ないとのことである。 

・今後、鉄道事業者との協議の結果、計画内容に変更が生じ、事業費が大幅に増加する場合は、再々評価のサイク

ルに関わらず、本委員会に対して適宜報告することを確認した。 

 

（計画時との状況の変化について） 

計画時と現時点における事業の状況の変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について（約５億円の減） 

  計画時における事業費 約１０７億円（内訳：用地費約７５億円、工事費約３２億円） 

  現時点での事業費   約１０２億円（内訳：用地費約７０億円、工事費約３２億円） 

  →・用地費については、地価下落による用地補償単価の見直しにより減額となった。 

・完成予定について（８年の延長） 

  計画時における完成予定年度 平成１４年度 

  現時点での完成予定年度   平成２２年度 

  →・用地買収の難航により、完成予定年度が８年延長となった。 

 

 

 

 

事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

都市計画道路 

八尾富田林線 

（羽曳野市、堺市） 

・Ｂ／Ｃ＝４．３２ 

 

総便益 

 Ｂ＝約３８５．３億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約 ８９．２億円 

 

※算出根拠 

 国土交通省 「費用便益分

析マニュアル」 

事業採択年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

事業着手年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

完成予定年度 

計画時   H14 

再評価時  H22 

 

分析 

南阪奈道路供用に併

せて、南阪奈道路～さ

つき野住宅までの約

0.4kmについて供用 

 

進捗状況 

用地 78％ 

工事 36％ 

 

【目的】 

南河内地域の南北方

向の主要幹線道路であ

り、国道170号等の主要

幹線の交通混雑の緩和

を図るとともに、南阪奈

道路へのアクセスとし

て、道路新設するもので

ある。 

  

【内容】 

延長  1.9km 

幅員 25.0ｍ 

道路区分 

 第４種１級 

 ４車線道路 

 

【事業費】 

全体事業費約85億円 

(内訳) 

用地費 約52億円 

工事費 約33億円 

 

うち投資済事業費 

約52億円 

(内訳) 

用地費 約41億円 

工事費 約11億円 

 

  

・本路線の整備により、

主要地方道美原太子

線と南阪奈道路（美

原東インター）が接

続され、周辺地域の

交通の利便性が向上

した。 

【諸状況】 

１．周辺道路の交通量等の 

状況 

国道170号 

 交通容量 

  約39,140台/24h 

   交通量 

47,818台/24h(H 6) 

  48,745台/24h(H 9) 

49,224台/24h(H11) 

  国道309号 

交通容量 

 42,040台/24h 

交通量 

 52,461台/24h(H 6) 

  41,418台/24h(H 9) 

  41,809台/24h(H11) 

 

【地元等の協力体制】 

依然として交通量が交通容

量を超えており、交通混雑して

いること、南河内地域の発展の

ため、早期整備が望まれてい

る。 

 

【安全・安心】 

○歩車道分離による歩行者・自

転車の安全性の確保 

 

【活力】 

○物流の効率化の支援 

○地域間交流連携の強化 

 

【快適性】 

○大阪市中心部方面等への利便

性向上 

 

・道路の整備に

より旅行速度

が向上し、CO2
の排出量が削

減される。 
・植樹帯の設置
により、緑の
回復に努め
る。 

上 期 分 
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（別表２） 

（４／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 

・本路線は、南河内地域における南北方向の主要幹線道路であり、渋滞の著しい国道170号等の交通混雑の緩和を

図るとともに南阪奈道路へのアクセス性の向上や周辺地域の利便性の向上に寄与するものであることを確認し

た。 

 

（事業進捗状況と今後の見通しについて） 

・街路事業の特性として、都市化の進展の著しい都市部において都市計画道路を整備することから、用地買収にあ

たっては権利者間の調整等に時間を要することが多いが、本事業については用地買収の進捗率が７８％であり、

また、平成１６年３月には南阪奈道路の供用に併せ本路線の一部（約４００ｍ）が供用されるなど、事業が一定

進捗していることを確認した。 

・今後の事業推進上も特段の支障がないことから、引続き事業進捗に努め、平成２２年度完成予定であることを確

認した。 

 

（地元の協力体制について） 

・沿線地元市で八尾富田林線整備促進協議会が設置され、南河内地域の発展のため早期整備が望まれている。 

 

（計画時との状況の変化について） 

計画時と現時点における事業の状況の変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について（約７億円の減） 

  計画時における事業費 約９２億円（内訳：用地費約５４億円、工事費約３８億円） 

  現時点での事業費   約８５億円（内訳：用地費約５２億円、工事費約３３億円） 

  →・用地費については、地価下落による用地補償単価の見直しにより減額となった。 

  →・工事費については、工事内容の精査によるコスト縮減により減額となった。 

・完成予定について（８年の延長） 

  計画時における完成予定年度 平成１４年度 

  現時点での完成予定年度   平成２２年度 

  →・用地買収の難航により、完成予定年度が８年延長となった。 

 

 

事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

都市計画道路 

大阪岸和田南海線 

（和泉市） 

・Ｂ／Ｃ＝２．８３ 

 

総便益 

 Ｂ＝約１７３．７億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約 ６１．４億円 

 

※算出根拠 

 国土交通省 「費用便益分

析マニュアル」 

事業採択年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

事業着手年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

完成予定年度 

計画時   H14 

再評価時  H20 

 

分析 

(都)北信太駅前線か

ら地区内３号計画道路

までの区間について重

点的に事業進捗を図っ

ている。 

 

進捗状況 

用地 83％ 

工事 52％ 

 

【目的】 

和泉市域を南北に貫

く幹線道路であり、大阪

と和歌山を結ぶ主要幹

線である主要地方道大

阪和泉泉南線等の慢性

的な交通混雑を緩和す

るものとして、道路新設

するものである。 

  

【内容】 

延長  0.6km 

幅員 22.0～27.5ｍ 

道路区分 

 第４種１級 

 ４車線道路 

 

【事業費】 

全体事業費約57億円 

(内訳) 

用地費 約42億円 

工事費 約15億円 

 

うち投資済事業費 

約38億円 

(内訳) 

用地費 約31億円 

工事費 約 7億円 

 

・(都)北信太駅前線か

ら地区内３号計画道

路までの区間を先行

整備し、整備効果を

発現しながら事業推

進に努める。 

【諸状況】 

１．周辺道路の交通量等の 

状況 

大阪和泉泉南線 

 交通容量 

  約11,020台/24h 

   交通量 

    15,166台/24h(H 6) 

  13,625台/24h(H 9) 

 13,188台/24h(H11) 

  国道26号 

   交通容量 

    55,340台/24h 

交通量 

 71,653台/24h(H 6) 

  67,824台/24h(H 9) 

  75,109台/24h(H11) 

 

【地元等の協力体制】 

依然として交通量が交通容

量を超えており、交通混雑して

いることから、早期整備が望ま

れている。 

 

【安全・安心】 

○歩車道分離による歩行者・自

転車の安全性の確保 

 

【活力】 

○物流の効率化の支援 

○地域間交流連携の強化 

 

【快適性】 

○十分な幅員が確保された歩道

による快適性の向上 

 

・道路の整備に

より旅行速度

が向上し、CO2
の排出量が削

減される。 
・植樹帯の設置
により、緑の
回復に努め
る。 

上 期 分 
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（別表２） 

（５／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 

・本路線は、大阪と和歌山を南北に結ぶ幹線道路であり、本路線の整備により慢性的に混雑している府道大阪和泉

泉南線や国道２６号の交通混雑緩和に寄与するものであることを確認した。 

・なお、本事業区間を整備することにより、当面、事業地周辺の地域の交通ネットワークの向上にも寄与し、周辺

道路の渋滞緩和が図られることを確認した。 

 

（事業進捗状況と今後の見通しについて） 

・街路事業の特性として、都市化の進展が著しい都市部において都市計画道路を整備することから、用地買収にあ

たっては権利者間の調整等に時間を要することが多いが、本事業については用地買収の進捗率が８３％であり、

事業が一定進捗していることを確認した。 

・今後の事業推進上も特段の支障がないことから、引続き事業進捗に努め、平成２０年度に完成予定であることを

確認した。 

 

（地元の協力体制について） 

・依然として周辺道路の交通量が交通容量を超えており、交通混雑していることから早期整備が望まれている。 

 

（計画時との状況の変化について） 

計画時と現時点における事業の状況の変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について 

  計画時における事業費 約５７億円（内訳：用地費約４４億円、工事費約１３億円） 

  現時点での事業費   約５７億円（内訳：用地費約４２億円、工事費約１５億円） 

  →・用地費については、地価下落による用地補償単価の見直しにより減額となった。 

  →・工事費については、工法の見直しにより増額となった。 

・完成予定について（６年の延長） 

  計画時における完成予定年度 平成１４年度 

  現時点での完成予定年度   平成２０年度 

  →・用地買収の難航により、完成予定年度が６年延長となった。 
 

 

事業継続 
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再評価審議対象事業一覧表（６事業） 

事業名 

（所在地） 

進捗率 

（H17.3） 
事業効果の定量的分析 

（費用便益比） 

事業概要 途中段階の効果 

事業を巡る 

社会経済情勢の変化
事業効果の定性的分析 

自然環境等

への影響と

対策 

（街路） 

国際文化公園都市 

モノレール 

（阪大病院前～ 

西センター） 

（茨木市、箕面市） 

・Ｂ／Ｃ＝２．０６ 

 

総便益 

 Ｂ＝約１，２１８億円 

 

総費用 

 Ｃ＝約  ５９１億円 

 

Ｂ／Ｃ算定区間 

 国文モノレールⅡ期事業 

（阪大病院前～東ｾﾝﾀｰ） 

※算出根拠 

 「都市モノレール及び新交

通システムの費用便益分析マ

ニュアル（素案）」(11年3月) 

事業採択年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

事業着手年度 

計画時   H 8 

再評価時  H 8 

完成予定年度 

計画時   H15 

再評価時  H18 

 

分析 

平成 19 年春の開業

に向けて整備を進めて

いる。 

 

進捗状況 

用地 －％ 

工事 77％ 

 

【目的】 

国際文化公園都市モ

ノレールは北摂丘陵に

事業展開する国際文化

公園都市（彩都）への主

要な交通アクセスとし

て、重要な都市基盤とし

て整備されるものであ

り、沿線市街地への公共

交通サービスにも寄与

する。 

  

【内容】 

事業区間 

阪大病院前 

～西センター 

事業延長  4.3km 

インフラ整備  

支柱建設203基 

軌道桁架設 393橋 

 

【事業費】 

全体事業費約185億円 

(内訳) 

用地費 約 － 億円 

工事費 約185億円 

 

うち投資済事業費 

約142億円 

(内訳) 

用地費 約 － 億円 

工事費 約142億円 

  

 

【諸状況】 

１．彩都の状況 

事業主体 

 都市基盤整備公団 

（現：独立行政法人 

 都市再生機構）

  事業期間 

   平成6年～24年度 

(H16年度 

一部まちびらき) 

  開発面積 

   742.6ha 

計画人口 

居住人口 

 50,000人 

施設人口 

  24,000人 

 

【地元等の協力体制】 

本事業と併せて地元市が駅

前広場の整備を計画しており、

市は協力的である。 

彩都へのメインアクセスで

あることから、早期に整備され

ることが望まれている。 

 

【安全・安心】 

○自動車交通量の削減による、

交通事故の抑制 

 

 【活力】 

○鉄道不便地の解消 

○鉄道ネットワークの構築に寄

与 

○国際文化公園都市の成熟に寄

与する 

○沿線市街地の活性化に寄与す

る 

 

 【快適性】 

○交通渋滞の緩和 

○環境負荷の小さい鉄道に転換
することによる環境改善 
○定時制の確保 

計画路線は重要
な動植物が生息
している地域若
しくは生息して
いる可能性があ
る地域を一部通
過することにな
るが、既存道路
等の区域内に計
画しており、生
息環境の改変は
少ないものと考
えられ、影響は
極めて少ないと
予測するため、
環境保全目標を
満足する。 

上 期 分 
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（別表２） 

（６／６） 

 

委員会における主な審議内容 評価 

（本事業の目的について） 
・本事業は国際文化公園都市（彩都）への主要な交通アクセスとして、重要な都市基盤として整備するものである
ことから、国際文化公園都市事業においては必要不可欠なものであり、沿線市街地への公共交通サービスの向上
にも寄与するものであること確認した。 

 

（大阪府の施工範囲について） 

・モノレール事業全体のうち、モノレールの支柱、桁、及び駅等の基本構造物（インフラ部分）については、府が

施工し、車両や電車線等の整備については運行会社が担当することとなっていることを確認した。 
 

（事業進捗状況と今後の見通しについて） 

・本事業の現時点における事業進捗は７７％であり、モノレールの平成１９年春の開業に向けて、平成１８年度末

事業完了に向け整備を進められており、今後の事業進捗上も特段の支障がないことを確認した。 

 

（本事業の便益について） 

・本事業の費用対効果（Ｂ／Ｃ）については、国土交通省のマニュアルに基づき、運行に係る部分について除外し

算出している。主な便益は、モノレールが整備されることによる時間短縮効果などの利用者便益であることを確

認した。 

なお、供給者便益については、財務分析により運行会社が採算性を取れるよう料金設定が行われるため、純便益

は発生しないことを確認した。 
 

（彩都への公共アクセス手段について） 

・現在運行されている千里中央駅からのバス路線については、モノレールが開業するまでの暫定的な交通手段で

あり、モノレールが開業した際には、バス路線は廃止される予定であるが、バスに比べモノレールの方が定時

性や運行本数において優れていることからモノレールに移行しても利用者の利便性が落ちることはないことを

確認した。 

 

（計画時との状況の変化について） 

 計画時と現時点における事業の状況の変化について、下記の内容を確認した。 

・事業費の変化について（約２４億円の減） 

   計画時における事業費 約２０９億円（工事費のみ） 

   現時点での事業費   約１８５億円 

    →駅舎等の建設において使用する材料の単価精査を行った結果、事業費の削減が図れた。 

・完成予定年度について（３年の延長） 

   計画時における完成予定年度 平成１５年度 

   現時点での完成予定年度   平成１８年度 

    →本事業は彩都のまちびらきから３年後に開業することを目標に事業をすすめているが、彩都のまちびら

きが当初計画時点より３年遅れたため、本事業についても完成予定年度が３年遅れた。 
 

 

事業継続 


